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従業員とのかかわり
日東電工グループでは、従業員は会社における最重要の財産「人財」であるとの考えから、
従業員一人ひとり「個」を大切にしています。
また、安全をすべてに優先し、安心して働ける職場づくりに努めています。

■ 2004年度の雇用の状況
（日東電工単体）

従業員数（男性）

従業員数（女性）

従業員数（合計）

採用実績

平均勤続年数

2,692名

266名

2,958名

135名

15.11年

■ 60歳以上の継続勤務の状況
（日東電工グループ＜国内＞）
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■ 障害者雇用の状況
障害者雇用数（名） 障害者雇用率（％）

（年度）

2.06 1.95

���

1.83 ����
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日東電工単体※　　 日東電工グループ＜国内＞
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※ 日東電工単体：特例子会社グループ
2003年度以前は日東電工、日東電工ひまわり
2004年度は日東電工、日東電工ひまわり、日東ビジネスサポート

2.13

　日東電工グループの教育制度は、本人の主体性を尊重し

た「能力開発」と、グローバルな事業展開において将来的に

核となる人物を意図的に育てていく「人財育成」の二本柱と

しています。

　2004年度は、30の教育カリキュラムに延べ2,350名の従

業員が参加しました。これまでの受講状況をみると、受講者が

本人の行動の変容につながると思われる研修を必ずしも受講

しているとは限りませんでした。2005年度は、これを解決す

る仕組みづくりとマネージメント力強化を目指した研修など

を充実し、戦略的な教育プログラムを実施していきます。

　2004年1月から、「人財の戦略的な発掘・開発の強化」とし

てグループ従業員を対象にした「日東University」を開講し、

学長に会長の山本英樹が就任して、直接教鞭をとっています。

2005年1月には、新たに年齢30歳前後の一般クラスを対象

とした「チャレンジ講座」を開講し、第一期生として女性5名

を含む27名が修了、それぞれの職場で活躍しています。

　さらに、2004年度から、グローバル対応できる人財の早期

育成のため「トレーニー制度」を導入し、若手クラスを中心に

10名を中国、アメリカ、ヨーロッパの海外グループ会社へ派遣

して、現地でのトレーニン

グを実施しています。また

2005年度からは海外から

のトレーニーを受け入れ、

グローバル対応人財の育成

を加速させています。

次世代リーダーを育成する
「日東University」を開講しました

■ 「日東University」プログラム
項　目 目　的 選抜対象 期間 内容 04年度実績 05年度予定

経営講座

経営基礎
講座

チャレンジ
講座

現実の経営課題を
題材とするプロセ
ス学習等を通じて、
リーダーとしてのマ
インド、スキル等の
涵養向上

アクション
ラーニング
（現実課題
に対するプ
ロジェクト
活動）主体

日東電工グループ
のリーダーに必要
とされる知識、スキ
ル、マインド等の徹
底習得
早期から日東電工
グループのＤＮＡの
浸透、伝播と挑戦的
で学習する組織風
土の醸成を図る

課長クラス
42歳前後
（原則）
＜推薦＞

7ヶ月 20名

24名

 -

7ヶ月

4ヶ月

係長クラス
35歳前後
（原則）

＜公募・推薦＞

一般クラス
勤続1年以上
（原則）
＜公募＞

・ 財務会計
・ 戦略構築
・ 英語力

・ 財務会計
・ 課題解決力
・ 英語力

20名
（5～11月）

25名
（1～7月）

50名
（1～4月）
（7～10月）

■ 成果原理の考え方
「成果原理」を従業員の貢献を測るよりどころとして明確にしています。

成果原理における評価対象

成果原理

評価対象になる評価対象にならない

成果につながることが
予想される行動を評価

目標の難易度と
達成度による評価

潜在的能力
資質・特性

具体的行動
（能力発揮）

中間成果 最終成果

能力主義 結果主義

成果行動評価 業績評価

　日東電工グループでは、「貢献に見合った処遇を実現する」こ

とで、やりがいや活力にあふれた職場を目指すため、「成果原

理」に基づいた人事制度を導入しています。これは全員を同じ

ように処遇するのではなく、評価にメリハリをつけることで従

業員一人ひとりが活性していくことを狙いとしています。

　また、評価では、本人の納得性を高めるため、上司と本人の

間のコミュニケーションとして、「評価時面接」「フィードバッ

ク面接」を行っています。さらに、アンケート調査により、面接

での話し合いや評価結果の説明が確実に行われているかを

確認し、評価に対する納得性向上に結びつけています。

能力主義や結果主義ではなく、
「成果原理」に基づく人事制度を導入しています

　日東電工グループでは、従業員と会社の関係において、「相

互信頼」「パートナーシップ」「共存共栄」を基本理念に、従業

員との対話に努めています。

　国内では、日東電工（株）、日東シンコー（株）で労働組合が

結成されています。会社との対話として、中央と各支部での

労使協議会、職場での職場労使懇談会を毎月開催していま

す。この労使協議会は40年以上の歴史を持ち、さまざまな

課題を労使一体となって解決していく労使双方にとって重

要な場となっています。

　他のグループ各社においても同様に、従業員と会社が共存

共栄の精神のもと、協同歩調をとることを目指しており、各

社の実情に即して運営しています。

月１回の労使協議会を40年以上続けています

「日東University」チャレンジ講座修了式

教育制度 （グループ従業員対象） 人事制度 （日東電工単体）

従業員とのコミュニケーション （日東電工グループ＜国内＞）

「自立型人財」を求めて、
人物重視の雇用を行っています

積極的な採用と職場環境の整備を進めていきます

人財バンクで定年後雇用を活性化させます

部・課長を重点対象に、啓発活動を実施します

　日東電工グループでは、「革新・創造・自立」を目指し、自

分の力を信じて常にチャレンジしていくことのできる自立

型人財を求めています。そういう人々が仲間となり、会社

が持っている場・空間や金・設備といった財産を使って、一

人ひとりの夢を実現するフィールドが会社だと考えていま

す。そのために人物重視の面接に重きをおいて公正採用を

行っています。

　日東電工グループでは、2000年5月にグループ会社（株）ニ

トムズとの共同出資で設立した障害者雇用特例子会社日東電

工ひまわり（株）を中核として、障害者雇用を積極的に推進し

ています。日東電工ひまわり（株）では、2005年4月1日現在、

障害者25名、高齢者（60歳以上）5名が一緒に働いています。

　2004年度は、CSRの観点から今まで派遣であった外

国人従業員の直接雇用を推進したことにより、前年度より

900名以上の従業員が増加したため、グループ全体の障害

者雇用率は法定の1.8％を割り込みました。今後は、グルー

プ一体となって、障害者の採用をさらに積極的に進めるとと

もに、障害者の方の活躍の場をいっそう拡げるために、職場

環境の整備を進めていきます。

　近年、日本企業に共通して言われている団塊の世代の退出

によるスキル喪失は、日東電工グループでも深刻な問題と

なっています。国内グループでは、すでに1994年から60

歳定年後の継続雇用制度の運用を開始し、2004年度末時点

で82名の方が継続勤務されています。

　また現在、団塊の世代の本格的な退出にむけて、60歳以降

の雇用環境を整備し、技術・技能の伝承などを通じたグルー

プとしての競争力の強化につなげていくため、「日東電工グ

ループ人財バンク」の導入準備を進めています。

　「日東電工グループ人財バンク」は、定年後も継続してグ

ループ内で働くことを希望される従業員のスキル情報の

データベースです。グループ全体で、「やりたい仕事」と「欲

しい人財」をマッチングしていくことで、定年後の継続雇用

者がイキイキ働ける職場を目指します。

　日東電工グループでは、「人種、信条、価値観、人格、性別、宗

教、年齢、国籍、出身、身体上のハンディキャップなどの理由

で差別をしません。」を人権啓発推進基本方針とし、人権啓発

活動を推進しています。 

　2004年度は、特に「公正採用選考の再徹底」を最重点

テーマに、面接官対象の人権啓発活動を国内事業所、国内グ

ループ会社で行いました。

　2005年度は、部・課長を重点対象に、セクシャルハラス

メントなど日常のさまざまな場面を想定したケーススタディ

を活用して、実際の行動に直結する啓発活動を実施します。 

採用方針 (日東電工グループ<国内>)

定年後雇用 （日東電工グループ＜国内＞）

人権啓発活動 （日東電工グループ＜国内＞）

障害者雇用 （日東電工グループ＜国内＞）

社会的側面での取り組み
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製造現場での注意喚起のための
シールです。3ヶ国語に対応して
います。

従業員とのかかわり

「重大災害の撲滅」を合言葉に
安全対策に取り組んでいます
　日東電工グループでは、「重大災害※の撲滅」を合言葉に、

さまざまな労働安全衛生対策に取り組んでいます。

　グループの国内拠点では、総合安全委員会(労働安全衛生

法で定められた安全衛生委員会に該当)を月1回開催し、課

題の解決、情報の交換を行っています。さらに、国内・海外グ

ループ会社との情報の共有化のために、環境活動推進と同じ

く、労働安全衛生推進でも「環境安全グローバル会議」、「グ

ループ環境安全委員会」を定期的に開催しています。

安全への認識を高める体感施設を
2005年度に開設する予定です

防火部会を中心に、パトロールの強化と
火気リスクのチェックを行います
　日東電工グループでは、粘着剤の塗工工程で多くの有機溶

剤を使用しているため、火気には特に厳重な注意を払ってい

ます。火災はいったん発生すると大規模火災に発展するお

それがあるため、リスクと認識し、静電気防火部会で予防に

取り組み、各職場では発火した際に初期段階で消火する体制

を整えています。

　2004年度、日東電工単体の発火事故件数は7件、グルー

プ会社合計では11件と2003年度から9件減少しました。

静電気が、発火の主要な原因である傾向は2003年度と同じ

でした。そのほとんどは、初期消火（消火器または自動消火設

備）で済んでおり、大事に至っていません。

　また、2004年度は、各事業所メンバーや環境安全統括部

による静電気勉強会を各拠点で行いました。

　2005年度は、静電気防火部会から防火部会と名前を変

更し、防火の範囲を広げて、発足準備を進めています。防火

部会では、発火事故が重大災害につながる可能性の高い国内

グループ拠点の生産技術担当者などを対象とし、着火や防火

に関する知識の周知徹底を図ります。この防火部会を中心

に、各拠点の製造現場でのパトロール強化と火気リスクの

チェックを重点項目に防火活動を行い、さらなる発火事故件

数の減少を目指します。

ガイドラインを制定し、
メンタルヘルスケアにも取り組んでいます

会社生活と家庭生活を両立できる
従業員支援を計画しています

　日東電工グループでは、従業員の健康管理を推進するた

め、生活習慣の改善を支援するプログラムなどの施策を展開

しています。40歳以上の従業員が3年ごとに受診する人間

ドックは身体の健康チェックに役立っています。

　またメンタルヘルス対策では、厚生労働省の指針に沿った

4つのケアに対する取り組みのガイドラインを設けていま

す。そのガイドラインを各拠点での労働安全衛生マネジメン

トシステムのプログラムに組み入れ、メンタルヘルスケアに

も取り組んでいます。

　日東電工グループの福利厚生制度は、「まさかの場合の備

え（共助）」「安定的な生活の実現（自助努力支援）」「業務上必

要な福利厚生」を基本コンセプトとして展開しています。

　2005年度においては、4月1日から施行された次世代育

成支援法に基づき、従業員が会社生活と家庭生活の両立を図

るべく、従業員支援策として行動計画を策定しています。

■ メンタルヘルスケア対策

セルフケア 従業員に対するセルフケアに役立つ
教育情報提供の実施

ラインによるケア 職制を対象とする教育の実施

社内保健スタッフ
によるケア

従業員のための社内相談窓口の設置

外部専門機関
によるケア

従業員のための社外相談窓口の設置
社内スタッフと外部専門機関の連携グループ環境安全委員会では、国内グループ安全

担当者が年4回集まり、情報を共有しています。

労働安全衛生推進体制 （日東電工グループ） 労働災害対策 （日東電工グループ） 火気対策 （日東電工グループ） ヘルスケア （日東電工グループ＜国内＞）

福利厚生 （日東電工グループ＜国内＞）

■ 育児介護休業制度の充実
■ 勤務制度や福利制度等の既存制度を「育児・介護」の
　 観点から見直し
■ 年休取得率の向上(年休取得推進日設定と取得啓蒙)
■ 既存制度の周知徹底で制度利用促進

 次世代育成支援法に基づく従業員支援策

各拠点で静電気勉強会を行いました。

社内イントラネット「環境安
全のページ」を使用し、日・英
での環境安全の情報提供を
行っています。
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■ 労働災害発生頻度 （労働時間100万時間当たりの休業災害発生件数）
（件/100万時間）

���

���

���

��� 1.02 0.97 0.98 0.98 ����

0.00 0.26 0.42 0.00

����

日東電工単体 製造業平均

国内外グループ会社で、
リスクアセスメントを実施していきます
　日東電工グループでは「労働安全衛生」活動の適切な実施の

ため、2004年度末でグループ主要製造拠点の35％にあたる

9拠点（国内6事業所、国内グループ2社、海外グループ1社）で、

労働安全衛生マネジメントシステムの認証を取得しています。

　今後は、労働安全衛生マネジメントの根幹となるリスクアセ

スメントを国内・海外グループ会社で実施していきます。

労働安全衛生マネジメントシステム （日東電工グループ）

※ 重大災害:後遺症が残る可能性のある災害。

　日東電工グループにおける労働災害を分析すると、設備の回

転体への巻き込まれと刃物による切り傷が全体の3分の2を占

めています。

　これらの災害を低減するためすべての設備面において、刃物

が剥き出しの部分などに安全カバー等を取りつけ、カバーを開

けると機械が自動で停止する機能を備えるよう改善していま

す。回転体については万が一、手や腕が巻き込まれてもすぐに

機械を停止できるよう、緊急停止用フットスイッチなどを採用

しています。

　さらに事故再発防止策として、事故発生部署については重

点安全管理下におき、再発防止対策の進捗を確認するととも

に、定期的なパトロールなどにより、改善を確認しています。

あわせて2003年11月に開設した社内イントラネット「環境

安全のページ」（日本語版・英語版）を通じて、国内事業所だけ

でなく、グループ会社に対しても労働災害等は災害速報とし

て各拠点に発信され、事故の再発防止に役立てています。

　未習熟者の災害予防のため、2005年度には、安全への認識

を高めるための教育ツールとして豊橋事業所と亀山事業所に

体感施設を開設する予定です。ここでは、回転するロールにど

のくらいの速さ･強さで引っ張られるのか体験できる装置や、

静電気による火災実験装置などを設置する計画です。

社会的側面での取り組み


